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特集 アジアにおけるイノベーションと日本企業のスタンス

1	 インドは既に米国に次いで、英国、イスラエル、中国と並ぶ規模のスタートアップ先進
国である。2015年から「Startup India」政策を通じて、国を挙げたスタートアップ支援
を行っている。

2	 インドは、豊富かつ質の高いIT人材をバックグラウンドに、歴史的に多くの米国IT企
業がR&D拠点を設置してきた。現在はスタートアップとの連携を通じたイノベーション
創出が積極的に行われている。

3	 日本企業はこれまで、地理的な近接性から中国、東南アジアに注力してきたが、インド
市場は今後の成長力に満ちていることに加えて、欧米企業に育てられた人材はグローバ
ルに通用する能力を身につけている。インドのスタートアップとの協業においては、長
期の技術開発目標や顧客開拓目標を実行させるマネジメントが鍵となる。

要　約

Ⅰ　インドにおけるスタートアップの動向
Ⅱ　インドにおけるスタートアップ支援の動向
Ⅲ　外資系企業によるインドスタートアップとの連携事例
Ⅳ　日本企業によるインドスタートアップとの連携事例
Ⅴ　日本企業の課題と、日本企業への示唆

C O N T E N T S

インドにおけるスタートアップの
成長・イノベーションをいかに取り込むか

金  惺潤 中林優介 小宮昌人 シシル・シャルマ



31インドにおけるスタートアップの成長・イノベーションをいかに取り込むか

Ⅰ	インドにおける
	 スタートアップの動向

インド人は元来、起業家マインドが強く、
さまざまなセクター・地域で多数のスタート
アップが生まれてきた。インド・ソフトウエ
ア・サービス協会（NASSCOM）によると、
2017年末時点のインドを拠点とするスタート
アップの数は約5000社であり、17年に1000社
の新たなスタートアップが誕生している。米
国、中国、英国、イスラエルと並ぶスタート
アップ先進国の一つである。たとえば、EC
サイト運営のFlipkart社（07年設立）、配車
大手のOla社（10年設立）、電子決済大手の
Paytm社（10年設立）など、輩出されたユニ
コーン企業の数は新興国の中でもトップレベ
ルである。

17年上半期では300件・延べ18億ドルの資
金が調達されており、 1 社あたりの平均資金
調達額は600万ドルほどである。また、イン
ドのスタートアップはバンガロール、デリー
首都圏、ムンバイといった大都市に集積して
おり、約 7 割がこれらの大都市に拠点を構え
ている。インドのスタートアップの特徴とし
て、企業相手にビジネスを行うBtoB領域の
スタートアップが、企業数の 4 割を占めてい
ることが挙げられる。続いて、電子商取引

（EC）が全体の 3 割を占めており、次いで金
融分野（FinTech）、運輸・物流、ヘルスケ
ア、食品といった幅広い分野のスタートアッ
プが存在する。

インドでスタートアップ投資を行う約500
社の投資家の傾向を見てみると、国内投資家
は約280社であり、スタートアップ創業初期
に投資を行うエンジェル投資家が多い。海外

投資家は約220社であり、ベンチャーキャピ
タル（VC）が多い。海外投資家の半数以上
は米国企業であり、それ以外にはシンガポー
ル、欧州の投資家が続いている。

Ⅱ	インドにおける
	 スタートアップ支援の動向

スタートアップを促進するために、近年イ
ンド政府はさまざまなアプローチでスタート
アップ企業や投資家の支援を行っている。ま
ず中央政府の取り組みとしては、2015年 8 月
にナレンドラ・モディ首相によって発表され
た「Startup India」イニシアティブが挙げら
れる。

この取り組みは、インドで起業した設立 7
年以内、売上高380万ドル未満のスタートア
ップに対し、①会社設立手続きの簡素化とサ
ポート、②ファンディング支援、③産学連携
支援を行うものである。この取り組みのため
に、インド政府は第一弾としてまず3100億ド
ルの予算割り当てを行った。加えて、スター
トアップによる特許登録費用の割り引き、キ
ャピタルゲイン課税を設立から 3 年間免除、
50万校・100万人の児童向けイノベーション
プログラムへの参加などの施策を打ち出した。
18年 1 月時点で6096社が「Startup India」の
対象企業として認定され、減税などの措置を
受けている。また、450社については経営支
援やマッチングサービスが政府より提供され
ている。さらに、インド政府は9700万ドルを
17のファンド・オブ・ファンズに投下するこ
とを決定しており、こうした取り組みがスタ
ートアップの加速化につながっている。

中央政府に呼応して、州政府もさまざまな
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ウンドに、歴史的にマイクロソフト、IBM、
HP、インテル、グーグル、オラクルなどの
多くの米国IT企業がバンガロールに集積し、
R&D拠点を設置してきた。また、ドイツを
本拠地とする多国籍企業であるシーメンスの
場合、本社よりも海外拠点のインドにより多
くのR&Dリソースを投入している。

以前は、安価な人件費をベースとしたアウ
トソーシング拠点としての位置づけが主流で
あったが、現在においてはイノベーションを
生み出す拠点として変化してきている。特に
技術革新が早いIT業界においては、スター
トアップとの連携を通じたイノベーション創
出が積極的に行われている。アップルやグー
グルは人工知能（AI）スタートアップの買
収を行うなど、他地域のスタートアップ連携
で見られるような、現地における土台を獲得
するという観点ではなく、インドで生まれて
いる新たな技術革新を取り込む動きが活発で
ある。

また、今まではインドへの投資・連携は米
国IT企業が中心であったが、近年では中国
IT企業の阿里巴巴（アリババ）や騰訊（テ
ンセント）の活動が活発化してきている。中
国のスマートフォン大手の北京小米科技（シ
ャオミ）は、2017年までに既にインド企業10
社に投資し、23年までの 5 年間でインドのス
タートアップ100社に1000億円規模の投資を
行う方針を発表した。中国IT企業はこれま
で東南アジアにおいては、アリババが東南ア
ジア最大のECサイト、ラザダを買収するな
ど、スタートアップ連携において既にプレゼ
ンスを確固たるものにしてきているが、イン
ドにおいても同様に積極的なスタートアップ
への投資・連携を行っている（表 1 ）。

取り組みを打ち出している。南部のケーララ
州は、「ケーララITミッション」という政策
の下、州内のスタートアップ向け投資目標を
7.7億ドルとし、スタートアップを中心とし
たエコシステム作りに取り組んでいる。テラ
ンガーナ州は「T-Hub」といわれるインド最
大のインキュベーションセンターを設立し、
アーンドラ・プラデーシュ州は、州政府が
1.7万平方フィートの用地をR&Dイノベーシ
ョンセンターのために提供している。ほかに
も、マディヤ・プラデーシュ州、ラージャス
ターン州、オリッサ州などがスタートアップ
の起業・成長を促すための取り組みを行って
いる。

また、ソフトウエア産業の業界団体である
NASSCOMは「10,000 Startup」プログラム
を立ち上げ、ファンディングや経営指導、顧
客とのマッチング支援などを展開している。
さらに、NASSCOMはインドにおけるスター
トアップ投資環境の継続的なレポーティング
などにより、投資家の支援も行っている。日
本においては、17年10月のCEATEC（Com-
bined Exhibition of Advanced Technolo-
gies）Japanにスタートアップ10社の経営層
とともに参加し、日本企業とのマッチング支
援などを行っている。

Ⅲ	外資系企業による
	 インドスタートアップとの
	 連携事例

インドのスタートアップと外資系企業の連
携は、IoTをはじめとするデジタル化が重要
性を増している中で加速をしている。インド
では豊富かつ質の高いIT人材をバックグラ
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Ⅳ	日本企業による
	 インドスタートアップとの
	 連携事例

インドにおける日本企業のスタートアップ
連携は、ソフトバンクを除くとまだ進んでい
るわけではない。これは日本企業にとって、
新興国市場としては地理的な近接性もある中
国・東南アジアに注力してきたことと、スタ

インドは中国政府が進める一帯一路政策に
は対抗する姿勢を見せており、政府間の連携
は直近では進まないと想定されるが、前述の
IT企業における民間ベースでの活動の中で
中国によるインドスタートアップの取り込み
が進んでいく可能性が高い。中国企業による
インドのスタートアップへの出資は、16年の
9.3億ドルから17年には 5 倍超の約52億ドルに
拡大した注。

表1　主な外資系企業によるインドスタートアップとの連携事例

外資系企業名（国名） 概要

ボッシュ（独） スタートアップアクセラレーションプログラムであるDNA（Discover、Nurture、
Align）を通じてインドのIoTスタートアップとの連携を推進

Deutsche Telekom社（独） T-systemsブランドで展開するIoTソリューションの成長のために、インドの
Roambee社に出資するとともに同社からデバイスを調達

フェイスブック（米国） Androidアプリの分析サービスを実施しているLittle Eye Labs社を買収

ツイッター（米国） モバイルマーケティング企業のZipDial社を買収

アップル（米国） AIスタートアップのTuplejump社を買収

グーグル（米国） AIスタートアップのHalli Labs社を買収
Google venture capitalを初の米国外に設置

オラクル（米国） スタートアップ支援プログラムOracle Startup Cloud Acceleratorを展開

マイクロソフト（米国） Microsoft Ventures Accelerator Bangaloreを設立し、ヘルスケア系企業5企業に投
資を実施

ゼネラルエレクトリック（米国） The John F. Welch Technology Center（R&Dセンター）を設立し、現地スタートアッ
プとの連携を通じたビジネスアイデアの共有・共同事業実施

Foxconn社（台湾） スタートアップ・インキュベーション・ファンドを設置

阿里巴巴（アリババ：中国） 決済プラットフォームのPaytm社、ECプラットフォームのSnapdeal社、レストラン
口コミサイトのZomato社、物流ソリューション企業のXpressBees社に出資

騰訊（テンセント：中国） ECプラットフォームのFlipkart社、メッセンジャーアプリケーションのHike社、フー
ドデリバリーサイトのSwiggy社、音楽ストリーミングサービスのGaana社に出資

北京小米科技（シャオミン：中国） 既にインド企業10社に投資し、向こう5年間でインドのスタートアップ100社に対し
1000億円規模を投資

出所）各社公開情報より作成
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プとの連携事例を記載した。日本企業の先行
事例としてはソフトバンクが挙げられる。日
経産業新聞によると、ソフトバンクは2014年
にインドのプラサド通信・IT大臣との会談に
おいて、向こう数年間でインドに約100億ド
ルを投資する方針を発表している。日本円で
1 兆円を超える規模の投資であり、ソフトバ
ンクとしてのインドへのコミットメントが見
え る。 実 際 に、Snapdeal社（EC：6.27億 ド
ル）、Ola社（ライドシェア：2.1億ドル）、
Paytm社（ 決 済：14億 ド ル ）、Flipkart社

（EC：25億ドル）と矢継ぎ早に大規模投資を
実施している。

また同じく日経産業新聞によると、パナソ
ニックはインドのタタ・コンサルタンシー・
サービシズ（TCS）と連携し、17年にインド

ートアップ連携としては米国・イスラエル・
シンガポールなどが中心であったことがその
背景にあると考えられる。しかし、前述の通
りインドは豊富なITエンジニアのバックグ
ラウンドや、欧米・中国を中心にVCなど投
資家の集積が進み、競争力のあるスタートア
ップが生まれる土壌が形成され、多くのユニ
コーン企業も誕生してきている。

韓国LG電子のように新興国市場開拓の拠
点をインドと位置づけ、市場特性の類似性の
高いインドを通じて新興国を開拓するという
アプローチも有力であると考えられる。イン
ドスタートアップとの連携の下、新興国向け
の事業を創造していくことは大いに検討の余
地がある。

表 2 に日本企業としての主なスタートアッ

表2　インドにおける日本企業のインドスタートアップ連携事例

企業名 概要

ソフトバンク

2014年 大手EC企業のSnapdeal社に6.27億ドル出資
2014年 ライドシェア企業のOla社に対して2.1億ドル出資
2017年 決済プラットフォーマーのPaytm社に14億ドルを出資
2017年 大手EC企業のFlipkart社に25億ドル出資

パナソニック 2017年 タタ・コンサルタンシー・サービシズと連携しインドイノベーションセンター
（IIC）を設立。現地スタートアップとの連携・投資判断を行う専門部署も設置

三井物産 2011年 スビダに出資を実施し、オンライン決済事業へ進出。インターネット経由で携帯
電話・電気・ガス・保険などの代金回収を代行している

電通 2015年 インドの総合デジタルエージェンシーのWAT Consult社を買収

テクマトリックス 2016年 スマートフォンによるオンライン医療診断サービスを実施しているDocsApp社
に出資

デジタルガレージ／ビーノス 2016年 共同でインド最大の自動車売買マーケットプレイスのDroom社に出資

ニトリ 2017年 物流子会社のホームロジスティクスが、大阪府の物流施設でインドのスタート
アップGreyOrange社の商品を棚ごと運ぶ無人AIロボットシステムを導入

野村ホールディングス 2017年 FinTech関連のアクセラレータープログラム「ボイジャー」を展開。150社から選
考された8社が新規事業のデモを実施

大和ハウス工業 2018年 千葉県流山市に開業する物流施設で、インドのスタートアップGreyOrange社の、
商品を棚ごと運ぶ無人AIロボットシステムを導入

出所）各社公開情報より作成
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台を築いている。また、パナソニックは、現
地企業のタタ・コンサルタンシー・サービシ
ズとの綿密な連携とともに、インド拠点のマ
ニシュ・シャルマ社長と、インドや南アジア
地域を統括する伊東大三執行役員に権限委譲
し、現地での目利き・スピード感のあるアプ
ローチができる体制を整備している。

インドは日本企業も深耕に苦戦している市
場であるが、世界 2 位の莫大な人口を誇るイ
ンドは市場として魅力であるとともに、新興
国展開の「てこ」として活用できる可能性も
大いに有している。しかし、変化の激しいイ
ンドのスタートアップ・イノベーション環境
を日本本社で状況を把握し、目利きを行うこ
とは難しい。本社主義・自前主義を捨て、現
地人材を通じたスピーディーな目利き・投資
判断・連携を行っていくことが重要ではない
だろうか。

イノベーションセンター（IIC）をグルガオ
ンに設立、インド発の新規製品や新規事業の
創出を図っている（図 1 ）。その中で現地ス
タートアップとの連携を重要ミッションに据
え、「オープンイノベーション推進部門」と
いう専門部署を設置の上、投資判断もインド
拠点内で実施できる体制を整備している。二
社の狙いは急激な経済成長の裏で生まれる新
たな社会課題に対応するために、共同で技術
の強みを掛け合わせ、新たなソリューション
の創出を狙うことである。将来的には、イン
ドで生まれたソリューションを中東やアフリ
カ地域など、ほかの経済成長国に展開するこ
とを視野に入れている。

両社に共通する事項が「現地に精通した人
材の活用」である。ソフトバンクは16年に退
任した元副社長のニケシュ・アローラが人脈
や目利き力を活かして、インドや新興国にお
ける組織的な大規模スタートアップ投資の土

図1　パナソニックとTCSのスタートアップ連携

ロボ
ティクス

エネ
マネセンサー

パナソニック

AIIoTIT

TCS インド社会で新しいソリューションの提供

60人
規模

インドイノベーションセンター
（2017年4月、グルガオンに設立）

イノベーティブ
事業創造部門

コネクテッドホーム、ファイ
ナンス、モビリティ、エネル
ギーなどの分野で、市場分析、
事業アイデア創出、事業化ま
でを推進

● 急激な経済成長のためインド社会では環境・安
全・エネルギーなど新しい社会課題が生まれて
いる

● 同センターで二社の技術の強みを掛け合わせ、
新たなソリューションの創出を狙う

グローバル展開

● イノベーションセンターで生まれた新規事業を
もって、インドに続いて経済成長中の中東やア
フリカ地域などへの進出を狙う

パナソニック
● 2013年に成長市場のインドを「戦略国」に認定
● インドで先行する韓国勢に対抗するため、大胆
な権限委譲や現地仕様の商品で市場拡大を狙う

● インドでの2018年度の売上高目標を、16年度
の1.5倍である約3000億に増やす方針

技術開発部門
両社の強みを活かした共同技
術開発

オープンイノベーション
推進部門

IoTスタートアップなどとの
連携

出所）各社公開情報より作成
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はグローバルに通用する能力を身につけてい
る。その証左の一端がグローバル企業で経営
層として活躍するインド人の増加である。

次に「インドのスタートアップ投資は様子
見程度に取り組めばよい」という発想は、イ
ンドの事業環境・投資環境に合致していない
と考えるべきである。多くの読者が想定する
通り、インドはビジネスを行う上で決して簡
単な場所ではない。優秀なインド人ビジネス
マンと仕事をするならば、タフな議論や交渉
力が求められる。あるいはインド企業や市場
を理解するには、先進国以上の忍耐や努力が
求められる。インドのスタートアップと協業
をするならば、ビジョンを共有し、若い経営
者を指導し、プロセスや手続きを履行させ、
合意したビジネスプランにコミットさせる必
要がある。

ところが、多くの日本企業は「スタートア
ップとの協業＝R&D部門の仕事」という単
純な捉え方をしがちである。そして、技術に
強い人材や企画畑の人材にスタートアップと
の協業を任せがちである。その結果、インド
人経営者をコントロールできず、期待してい
た 成 果 を 得 ら れ な い。 野 村 総 合 研 究 所

（NRI）は、スタートアップとの協業におい
て実際に必要なのは、そうした専門家人材で
はなく、経営人材であると考える。特にイン
ドにおいては、日々ダイナミックに変化する
市場や技術に動じることなく、長期の技術開
発目標や顧客開拓目標を実行させるマネジメ
ント力が鍵となる。技術のみならず、経営を
語る人材が最前線に立ち、インドのスタート
アップとの協業が進むことが期待される。

Ⅴ	日本企業の課題と、
	 日本企業への示唆

既に多くのメディアや有識者が指摘してい
る通り、米国西海岸などのスタートアップ集
積地においても、インド人の起業家や技術者
の活躍が著しい。そうした認識が広がる中
で、一部の日本企業においては「インド人の
アイデアやクリエイティビティを求めるので
あれば、西海岸ではなく直接バンガロールや
グルガオンに行くべき」という声が聞かれる
ようになりつつある。ただし、大部分の日本
企業は「インドはまだまだ先」というステレ
オタイプの前提を置いている。あるいは、既
に投資を開始している日本企業においても、

「インドのスタートアップ投資は、様子見程
度に取り組めばよい」という認識が強いよう
に感じられる。本稿の最後に、そうした日本
企業の前提や認識に一石を投じたい。

まず「インドはまだまだ先」という認識を
持つ日本企業は、インドをマクロから捉え過
ぎている傾向がある。すなわち、国全体とし
てのGDPは大きいし成長率も高いが、1人あ
たりGDPは新興国の中でも低い。従って、
インドの個々の消費者や企業はまだまだ発展
段階に差し掛かったばかりであり、消費・経
営・技術などは未熟過ぎると評価している。
数年前にもてはやされたBOP（Base of Pyr-
amid）戦略で取り組まなければならないと
いう誤解もある。実際には、サムスン電子、
LG、スズキ、P&Gなどのグローバル企業は
数千億円単位の売上と高い利益率を達成して
おり、基本的には中間層や富裕層を対象にビ
ジネスを行っている。技術や経営という観点
でも欧米企業に育てられたインド企業・人材
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